
別紙１－２ 

「新たな経済対策」に関する緊急提言 
 
10月30日に発表された新たな経済対策（生活対策）は、厳しい経営環境

にある中小・小規模企業支援対策等を中心とした金融・経済対策や、地域
活性化対策等を盛り込むなど、時宜を得た内容となっており、一定の評価
をするものである。 
 しかし、具体の内容が明らかにされていない点も多く、速やかな検討が
必要であることから、特に地方との関わりの深い次の対策について、政府
に対し提言する。 
 
1 「生活支援定額給付金（仮称）」のあり方の検討 

総額２兆円を限度とする「生活支援定額給付金（仮称）」については、実
施にあたり、事務手続きを簡素化するために、例えば、全国民に対し、一律
定額給付の上、所得に加算する方式を検討するなど、実務を担う市町村に過
重な事務負担をかけない方式にすべきこと。 

 
２ 道路特定財源の一般財源化に伴う「１兆円」の税源移譲 

道路特定財源を「一般財源化」するとした「道路特定財源等に関する
基本方針」を遵守するとともに、地方財源となる１兆円は、地方道路整
備臨時交付金と別枠として地方への恒久的な税源移譲、または、税源移
譲を前提とする「交付金」として確保すること。 

 
３ 住宅ローン減税等への適切な対応 

住宅ローン減税の延長・拡充については、国税である所得税で実施す
べきであり、地域の行政サービスを賄う住民税に影響させるべきではな
い。 

ただし、住民税に拡大して実施する場合には、地方の減収については、
国の責任において、地方特例交付金により確実な財源補てんを行うこと。 
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